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本稿の目的は, 公立高校の臨時休業基準における自然災害への対応, と りわけ地震 ・ 津波 ・ 噴火に焦点をあてて検討す
ることである。 全国の全日制公立高校における臨時休業基準を調査した結果, 第一 に, 臨時休業基準の対象とする警報及
び特別警報として, 緊急地震速報 (震度 5弱以上) 2割程度, 緊急地震速報 (震度 6弱以上) 1 割程度, 津波警報及び大
津波警報はそれぞれ1 割程度, 噴火警報 (火口周辺) 及び噴火警報 (居住地域) はそれぞれ1 割未満にとどまっている状
況であった。 第二に, これらの警報及び特別警報の対象地として, 「学校所在地」 は4 割程度, 「生徒居住地」 は3 割程度, 
「通学途上地」2 割程度という状況であった。 以上の結果から, 各学校の設定する臨時休業基準における地震 ・ 津波 ・ 噴
火の自然災害からの生徒の安全確保に関する課題の存在を指摘することができ, 改善に向けた各学校の対応が求められよ
う o 













いる。 そして, 「学校及び周辺で起こりう る様々な災害
について, 様々な場面・ 状況(授業中, 休態時間や放課
後, 登下校中, 校外学習中, 休日の課外活動中等) にお
ける児童生徒等の安全確保, 防火 ・ 防災体制」( 3) を整
えることの重要性が指摘されている。
また, 『学校防災マニュアル(地震 ・ 津波災害) 作成
の手引き』(文科省) においては, 地震や津波災害に対
する防災体制の一層の充実が求められている。 そこでは, 





さらに, 2018年 3 月に大幅に改訂された 『学校の危機
管理マニュアル作成の手引』(文科省) には, 地震 ・ 津
波の発生に対して 「学校の立地する環境や, 学校規模, 
通学する児童生徒等の年齢や通学方法など各学校によつ
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した 『学校防災マニュアル(地震・ 津波災害) 作成の手





臨時休業に関する先行研究と して, イ ンフルエンザを
はじめとする感染症について調査 ・ 検討した荒井ら
(2007) (7) , 教育法規の範疇で臨時休業を扱った菱村
(2007) (8) , 臨時休業に対応した授業時数の確保に関す
る寺崎 (2010) (9) 等があげられるものの, 警報発表時
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の臨時休業基準を扱う内容ではない。
水害を受けた保育所の対応の調査研究を行った室崎ら
(1994) ('°) が, 気象警報に関して論及しているものの, 
警報発表時の臨時休業基準を直接的に扱ったものではな
い。 また, 當山ら (2017) ('') が気象警報発表時の臨時
休業基準の考察を行っているものの, 兵庫県内という限
られた範囲の調査研究にと どまっているとともに, 地震 ・ 
津波 ・ 噴火に関する警報には論及していない。
他方, 緊急地震速報に関しては, 企業を対象とする調
査から緊急地震速報の活用を分析した高橋ら (2015) ('2) , 
津波警報に関しては, 大津波警報発表時の和歌山県の避
難行動を現地調査した小笠原ら (2013) ('3), 噴火警報に
関しては, 火山現象の理解と火山噴火予知について検討
した石原 (2011) ('4) 等があげら れる。 ま た, 本間
















(2) 臨時休業基準の設定・ 更新・ 公表についての項目
臨時休業基準の設定の方法, 対象時期, 更新頻度, 最






(4) 臨時休業基準の対象とする地震 ・ 津波 ・ 噴火に関
する警報及び特別警報についての項目











全体の53.0% (249校) から回答を得た。 回答校の集
計を表1 に示す。 気象庁の地方季節予報で用いる予報区
分を参考に7 つに区分して集計を行った。 その結果, 地
方別の回収率は, 中国地方77.5% (31校) が最も高く, 
北陸・ 東海地方45.0% (36校) が最も低い結果となった。 
m 結果と考察
1 地震・ 津波・ 噴火に関する警報及び特別警報
地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報について, 
気象庁が発表する, 緊急地震速報 (震度 5 弱以上) , 緊
急地震速報 (震度 6弱以上) , 津波警報, 大津波警報, 
噴火警報 (火口周辺) , 噴火警報 (居住地域) の項目を
設定し, 臨時休業基準の対象を全て選択する形式とした。 
表 1 地方別の回収状況
地方 都道府県 調査校 回答校 回収率
北海道・東北地方 j 海書城東森 ,島「県, 岩手県, 山形 70校 36校 51. 4% 
- 東京都, 栃木県, 群馬県, 埼玉県, 茨城 。関東甲信地方 目 目 目 目 利目 90校 41校 45. 6%県, 千葉県, 神フr、川県, 長野県, 山 県
北陸・ 東海地方 潟 阜重山 重 川器'岡「県' 愛知 80校 36校 45. 0%、, 、, - 、, 日 、
近畿地方 ノ 都 歌 「, 兵庫県, 奈良県, 滋賀 60校 36校 60.o%、, ・ 、
中国地方 鳥取県, 島根県, 岡山県, 広島県 40校 31校 77. 5% 
四国地方 香川県, 愛媛県, 徳島県, 高知県 40校 20校 50. 0% 
、 . 山口県, 福岡県, 大分県, 佐賀県, 長崎 。九 州 ・ 沖 縄 地 方 .会ヒ, 、、 ., 90校 49校 54. 4%県, 目、本県, 呂崎県, 鹿児島県, 沖組県
計 470校 249校 53. 0% 
公立高校の臨時休業基準における自然災害への対応
(1 ) 全体の傾向
表 2 に示すとおり, 全体では, 緊急地震速報 (震度 5 
弱以上) 19.7% (49校) , 緊急地震速報 (震度 6弱以上) 
13.7% (34校) , 津波警報14.5% (36校) , 大津波警報11.2 
% (28校) , 噴火警報 (火口周辺) 1.2% ( 3校) , 噴火
警報 (居住地域) 3.6% ( 9校) となった。
緊急地震速報 (震度 6 弱以上) 及び大津波警報は, 緊





①緊急地震速報 (震度 5 弱以上)
緊急地震速報 (震度 5 弱以上) の発表基準は, 地震波
が 2 点以上の地震観測点で観測され, 最大震度が 5 弱以
上と予想された場合である('6)。
緊急地震速報 (震度 5 弱以上) を設定している学校は, 
北海道 ・ 東北地方36.1% (13校) , 関東甲信地方26.8% 
(11校) , 北陸・ 束海地方25.0% ( 9校) , 近畿地方8.3% 
( 3校) , 中国地方6.5% ( 2校) , 四国地方10.0% ( 2校) , 
九州・ 沖縄地方18.4% ( 9校) となった。
②緊急地震速報 (震度 6 弱以上)
緊急地震速報 (警報) のうち, 震度 6 弱以上の場合は, 
特別警報 (地震動特別警報) ' ) に位置付けられている。
緊急地震速報 (震度 6 弱以上) を設定している学校は, 
北海道 ・ 東北地方22.2% ( 8校) , 関東甲信地方17.1% 
( 7校) , 北陸・ 東海地方16.7% ( 6校) , 近畿地方2.8% 
( 1校) , 中国地方3.2% ( 1校) , 四国地方10.0% ( 2校) , 
九州・ 沖縄地方18.4% ( 9校) となった。 
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③津波警報
津波警報の発表基準は, 予想される津波の高さが1 m 
を超え, 3 m以下の場合である('7)。
津波警報を設定している学校は, 北海道 ・ 東北地方
16.7% ( 6校) , 関束甲信地方4.9% ( 2校) , 北陸・ 束海
地方19.4% ( 7校) , 近畿地方13.9% ( 5校) , 中国地方
6.5% ( 2校) , 四国地方25.0% ( 5校) , 九州・ 沖縄地方
18.4% ( 9校) となった。
④大津波警報
大津波警報は特別警報に位置付けられており, その発
表基準は, 予想される津波の高さが3 m を超える場合
で あ る (18) 0
大津波警報を設定している学校は, 北海道・ 東北地方
19.4% ( 7校) , 関東甲信地方2.4% ( 1校) , 北陸・ 束海
地方16.7% ( 6校) , 近畿地方5.6% ( 2校) , 中国地方3.2 
% ( 1校) , 四国地方25.0% ( 5校) , 九州 ・ 沖縄地方
12.2% ( 6校) となった。
⑤噴火警報 (火口周辺)
気象庁は, 噴火災害軽減のため, 全国111の活火山を
対象として, 観測・ 監視・ 評価の結果に基づき噴火警報・ 
予報を発表している。 その一つである噴火警報 (火口周
辺) の発表基準は, 火口周辺や居住地域の近く まで重大
な影響を及ぼす噴火が発生あるいは発生すると予想され
る火山活動である('9)。
噴火警報 (火口周辺) を設定している学校は, 北海道・ 
束北地方2.8% ( 1 校) , 関東甲信地方2.4% ( 1 校) , 北
陸・ 東海地方0.0% (0校) , 近畿地方0.0% ( 0校) , 中国
地方0.0% ( 0校) , 四国地方0.0% ( 0校) , 九州 ・ 沖縄
地方2.0% ( 1 校) となった。 
表 2 臨時休業基準における警報及び特別警報の設定状況
地方 緊急地震 緊急地震 津波 大津波 噴火警報 噴火警報
(回答校) 速報 (5弱) 速報 (6弱) 警報 警報 (火口周辺) (居住地域) 
北海道・ 束北地方 36. 1% 22. 2% 16. 7% 19. 4% 2. 8% 2. 8%
(36校) 13校 8校 6校 7校 1校 1校
関東甲信地方 26. 8% 17. 1% 4. 9% 2. 4% 2. 4% 7. 3%
(41校) 11校 7校 2校 1校 1校 3校
北陸・ 東海地方 25. 0% 16. 7% 19. 4% 16. 7% 0. 0% 0. 0%
(36校) 9校 6校 7校 6校 0校 0校
近畿地方 8. 3% 2. 8% 13. 9% 5. 6% 0. 0% 0. 0%
(36校) 3校 1校 5校 2校 0校 0校
中国地方 6. 5% 3. 2% 6. 5% 3. 2% 0. 0% 0. 0%
(31校) 2校 1校 2校 1校 0校 0校
四国地方 10. 0% 10. 0% 25. 0% 25. 0% 0. 0% 0. 0%
(20校) 2校 2校 5校 5校 0校 0校
九州・ 沖縄地方 18. 4% 18. 4% 18. 4% 12. 2% 2. 0% 10. 2%
(49校) 9校 9校 9校 6校 1校 5校
割合
計
19. 7% 13. 7% 14. 5% 11. 2% 1. 2% 3. 6% 
49校 34校 36校 28校 3校 9校






噴火警報 (居住地域) を設定している学校は, 北海道・ 
東北地方2.8% ( 1 校) , 関東甲信地方7.3% ( 3校) , 北
陸・ 東海地方0.0% ( 0校) , 近畿地方0.0% ( 0校) , 中
国地方0.0% ( 0校) , 四国地方0.0% ( 0校) , 九州 ・ 沖
縄地方10.2% ( 5校) となった。
(3) 課題と考察
緊急地震速報 (震度 5 弱以上) 及び緊急地震速報 (震
度 6 弱以上) を設定している学校の割合は2 割未満にと
どまっている。 津波警報及び大津波警報を設定している
学校の割合は 1 割を超える程度である。 噴火警報(火口
周辺) 及び噴火警報 (居住地域) を設定している学校は
ほとんど存在しない状況にある。
これらのことから, 臨時休業基準の対象とする警報と




発生の可能性がある。 そのため, 緊急地震速報 (震度 5 
弱以上) 及び緊急地震速報 (震度 6 弱以上) を全ての学
校の臨時休業基準に設定する必要があるといえよう。
第二に, 津波に関しては, 東日本大震災において, 沿
岸から10km 離れた内陸部でも被害が発生した。 また, 
日本の国土は山地の多い地形であり, 可住地面積2) の
割合は32.9%であることから(2'), 標高 0 ~ 100mの沿岸
地域に 8 割の人口が集中しているこ とが報告されてい
る (22) o
そのため, 後述する地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警報及










津波警報及び大津波警報と同様に, 地震・ 津波 ・ 噴火に
関する警報及び特別警報の 「学校所在地」, 「生徒居住地」, 
「通学途上地」 のそれぞれの対象地が火山噴火の場合に





る津波や本白根山の噴火のよう な 「想定外」 とされる最
悪の事態にも学校は備えておく ことが求められる時代に




2 地震・ 津波・ 噴火に関する警報及び特別警報の対象地
地震・ 津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報の対象地





表 3 に示すとおり, 全体では, 「学校所在地」44.6% 
(111校) , 「生徒居住地」29.3% (73校) , 「通学途上地」
20.1% (50校) となった。
「学校所在地」 に比べて, 「生徒居住地」 及び 「通学





「学校所在地」 を設定している学校は, 北海道・ 束北
地方55.6% (20校) , 関東甲信地方39.0% (16校) , 北陸・ 
東海地方50.0% (18校) , 近畿地方27.8% (10校) , 中国
地方35.5% (11校) , 四国地方50.0% (10校) , 九州・ 沖
縄地方53.1% (26校) となった。
② 「生徒居住地」
「生徒居住地」 を設定している学校は, 北海道 ・ 束北
地方33.3% (12校) , 関東甲信地方19.5% ( 8校) , 北陸・ 
東海地方41.7% (15校) , 近畿地方19.4% ( 7校) , 中国
地方22.6% ( 7校) , 四国地方20.0% ( 4校) , 九州・ 沖
縄地方40.8% (20校) となった。
③ 「通学途上地」
「通学途上地」 を設定している学校は, 北海道・ 東北
地方25.0% ( 9校) , 関東甲信地方14.6% ( 6校) , 北陸・ 
東海地方25.0% ( 9校) , 近畿地方13.9% ( 5校) , 中国
地方16.1% ( 5校) , 四国地方10.0% ( 2校) , 九州・ 沖
縄地方28.6% (14校) となった。
(3) 課題と考察
地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報が, 「学
校所在地」, 「生徒居住地」, 「通学途上地」 のいずれにお
いて発表された場合でも, 生徒の通学に際して, 危険の
及ぶ可能性がある。




これらのことから, 臨時休業基準の対象とする地震 ・ 
津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報の対象地として必
要な範囲が十分に捕捉されていない設定状況にあるとい





地方 学校 生徒 通学
(回答校) 所在地 居住地 途上地
北海道・ 東北地方 55. 6% 33. 3% 25. 0%
(36校) 20校 12校 9校
関東甲信地方 39. 0% 19. 5% 14. 6%
(41校) 16校 8校 6校
北陸・ 東海地方 50. 0% 41. 7% 25. 0%
(36校) 18校 15校 9校
近畿地方 27. 8% 19. 4% 13. 9%
(36校) 10校 7校 5校
中国地方 35. 5% 22. 6% 16. 1%
(31校) 11校 7校 5校
四国地方 50. 0% 20. 0% 10. 0%
(20校) 10校 4校 2校
九州・ 沖縄地方 53. 1% 40. 8% 28. 6%
(49校) 26校 20校 14校
割合 44. 6% 29. 3% 20. 1%
計 111校 73校 50校







する調査から得られた知見を整理すると, 地震 ・ 津波 ・ 
噴火の自然災害に関する警報及び特別警報への対応につ
いて次の点を指摘することができる。
第一に, 臨時休業基準の対象とする地震・ 津波 ・ 噴火
に関する警報及び特別警報について, 緊急地震速報 (震




火警報 (居住地域) を設定している学校は, ほとんど存
在しない状況にあった。
地方別では, 緊急地震速報 (震度 5 弱以上) 及び緊急
地震速報 (震度 6弱以上) については, 近畿地方, 中国
地方, 四国地方で相対的に低い割合であった。 津波警報
及び大津波警報については, 関東甲信地方, 近畿地方, 
中国地方で相対的に低い割合であった。 噴火警報 (火口
周辺) 及び噴火警報 (居住地域) については, 全ての地
方で低い割合であった。
これらのことから, 臨時休業基準の対象として, 地震・ 
津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報が十分に捕捉され
ていない設定状況にある。 したがって, 各学校は地震 ・ 
津波 ・噴火に関する警報及び特別警報が, 学校の位置す
る自然環境に適した設定となっているか改めて確認する
ことが求められる。 特に, それぞれの地方において, 臨
時休業基準が捕捉できていない警報について改善が必要
である。
第二に, 地震・ 津波・ 噴火に関する警報及び特別警報
の対象地について, 「学校所在地」 に比べ 「生徒居住地」
及び 「通学途上地」 を設定している学校の割合は低く, 
「学校所在地」 を設定している学校の割合ですら5 割未
満にとどまる結果となった。
地方別では, 「学校所在地」 については, 近畿地方 , 
中国地方で相対的に低い割合であった。 「生徒居住地」
については, 関東甲信地方, 近畿地方で相対的に低い割
合であった。 「通学途上地」 については, 近畿地方, 四
国地方で相対的に低い割合であった。
これらのことから, 地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警報及
び特別警報の対象地と して, 必要な範囲が十分に捕捉さ
れていない設定状況にある。 生徒の安全確保の徹底を図
るためには, 地震 ・ 津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警
報の対象地として, 「学校所在地」, 「生徒居住地」, 「通








想定される。 このよう な事情によって, これまで臨時休











題の存在が明らかとなった。 したがって, 各学校は地震 ・ 
津波 ・ 噴火に関する警報及び特別警報並びに対象地につ
いて, 改めて設定上の問題がないか確認する必要がある。

























1 ) 緊急地震速報 (警報) のうち, 震度 6 弱以上の場合






(最終アクセス2018年 7 月 1 日)
2 ) 可住地面積とは, 「総面積から林野面積と主要湖沼
面積を差し引いて算出したもの」 をいう。








































































































































































































































































































































































(最終アクセス2018年 7 月 1 日)
(18) 前掲 (17)
(19) 気象庁ホームページ 「噴火警報 ・ 予報の説明」http:
//www.data jma.go jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/ 
kaisetsu/volinfo.htm1
(最終アクセス2018年 7 月 1 日)
l201 前掲 (19)




(最終アクセス2018年 7 月 1 日)
(22) 一般財団法人国土技術研究センターホームページ
「国土を知る」 http://www jice.or.jp/knowledge/Japan/ 
commentary06
(最終アクセス2018年 7 月 1 日)
(231 毎日新聞ホームページ 「草津白根山噴火: 無警戒火
山どう対処 予算限られ一」https://news.infoseek.co. 
jp/article/mainichi_20180127k0000m040105000c/
(最終アクセス2018年 7 月 1 日)
e 山本豊 「教育法規相談事例研究」 『東京福祉大学 ・
大学院紀要』6 (1) , pp80-81, 2015 
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